
2011年度末に、放送のデジタル化が被災3県を含め
無事完了した。デジタルテレビの普及が進む一方で、
インターネットが急速に普及し、デジタルインフラを活
用した新たな放送サービスの開発が、視聴者のために
も、また、産業界の活性化のためにも求められている。
このような中、技研ではより便利で使いやすくデジタ
ル放送を高度化していく研究開発を進めた。

2010年度に、技研では放送と通信のそれぞれの特
長を活かし、放送番組を中心とした利便性の向上・高
度化に応える基盤としてHybridcastを提案した。2011
年度は、同期の高精度化、携帯端末連携の高機能化、
ソーシャルサービスとの連携、セキュリティー機能など
の実装や、メーカーによる対応受信機の試作を進めた。
また、サービス事例の検討も行い、技研公開での展
示をはじめ、国内外での展示・講演で積極的なPRも
行った。さらに技術仕様の概説を技研公開に合わせて
公表するとともに、詳細の検討結果を標準化団体で
の検討に寄与するに至った。

さらに将来の全IP化時代の放送通信連携環境を見
越して、現在のMPEG-2 Systemsに代わる新しい多
重技術としてATS方式の開発を進め、MPEGでMMT
の標準化に取り組んだ。

ソーシャルテレビシステムteledaでは、実証実験を
通してその有効性や利用者の視聴行動に関して新たな
知見を得た。さらに外部SNSとの連携などの機能拡
張を行い、実証実験を進めている。また、このサービ
ス基盤を活用した高齢者の活動を促進する高齢者ク
ラウドの研究開発を開始した。

また、TVML技術を活用して各種端末からネットを
介して容易にCG生成が可能となり、CGM（Consumer 

Generated Media）への活用も期待できる映像コンテ
ンツ制作仮想化の研究を進めた。2011年度は、コネ
クティッドスタジオと命名した視聴者参加番組を試作
し、有効性を示した。

ネット利用時の操作の簡便化のため、サービス間
連携のID管理や認証技術の開発も進めた。またKey-
Insulated署名方式を利用したアプリケーション認証
方式を開発し、放送通信連携サービスへの適用を検
討した。さらに従来のB-CAS方式を包含し、放送か
らのダウンロードによってデジタル受信機のCAS機能
を更新することが可能となるダウンローダブルCAS方
式についても開発を進め、有効性を検証した。

放送に関係した映像コンテンツをライブストリーミン
グでネットに配信する場合、視聴が集中することから、
効率的な伝送手法が必須となる。このためP2P技術
に着目し、その性能改善を進めた。実際に全国高等
専門学校ロボットコンテスト予選会のライブ映像配信
に用いて、手法の有効性を示した。

テレビ放送波帯でのホワイトスペースを利用するシ
ステムの1つであるエリア放送型システムについて、そ
の技術的条件を検討した。また、技術局と共同で被
災地におけるエリア限定ワンセグの活用実験として、
安否情報の提供方法などの実験を実施した。また、
アナログテレビ放送で用いられていたVHF帯1〜3チャ
ンネルにおける携帯端末向けマルチメディア放送の実
用化に向けた研究を進め、移動受信エリアを拡大する
ための伝送技術の検討、蓄積型放送の蓄積受信特性
の評価、安全・安心に向けた受信端末の検討などを
行った。

2.1　放送と通信の連携技術
2.1.1　Hybridcast® 

放送と通信を連携させることで、視聴者や時代のニーズに応
じた新たなサービスを提供可能なHybridcast®の研究を進めた。

■ Hybridcast基盤システムの研究
Hybridcastとは、放送と通信のそれぞれの優れた特長を生か

し、放送をより高度化し、さらに柔軟性、拡張性を持つ放送通
信連携システムである（図1）。放送と通信の融合時代にふさわし
い新たなサービスの充実は、2012年（平成24年）度から始まる
3か年のNHK経営計画にも重点目標として掲げられており、こ
の計画に沿いHybridcastは2年以内の実用化を目指している。

2011年度の技研公開では、テレビ型とセットトップボックス

型のテレビ受信機メーカー製Hybridcast試作受信機に加え、マ
ルチビュー、2眼式立体TVなどが提示可能なフレーム単位の高
精度同期技術を組み込んだ技研開発のセットトップボックス、
携帯端末連携機能などの試作機によって多様なサービスを紹介
するとともに、早期実現の可能性を示した（図2）。これに加え
て、緊急地震速報などの放送による緊急情報を優先して確実に
提示できるアプリケーションの画面提示制御技術の展示も行っ
た。来場者はもとより、民放やテレビ受信機メーカーなどに
Hybridcastの理解促進を進めた。

技 研 公 開 で の 展 示 に 加 え、CEATEC2011、IMC2011、
IBC2011をはじめ、国内外で多くの展示･講演を実施し、サー
ビス実現の可能性を広くアピールした。特にNAB2011において

「Hybridcast」およびロゴは、（財）NHKエンジニアリングサービスの登録商標です。
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行ったHybridcastの講演は、Best Paper Awardを受賞した（1）。
さらに、技研公開後もHybridcastの早期実現に向け、テレビ

受信機メーカーと連携して検証用受信機の試作を進めた。
技研公開に合わせ、システム全体構成、サービスモデル、技

術要件などを取りまとめたHybridcastの技術概説をウェブ上で公
開し、引き続き詳細仕様の検討を進めた。この仕様はHTML5
ブラウザーをベースに検討しており、ネットサービスの標準ブ
ラウザー仕様の高機能化を目指したHTML5の規格化を進める
W3Cにも参画し、放送通信連携サービスとしての要件を入力し
た。また国内の放送通信連携サービスの技術仕様を固めるため
IPTVフォーラムのHTML5 WGに参画した。

今後は、HTML5ブラウザーを搭載したテレビメーカー製試作
受信機を通し仕様の確立やその受信機を用いた実証実験などを
進めていく。なお、この研究の一部は、ソニー（株）、日本電信
電話（株）とそれぞれ共同で進めている。

■ 放送通信連携型受信機のセキュリティー
Hybridcastにおいて、安全・安心に放送通信連携サービス

を提供するために、セキュリティー技術の研究開発を進めた。
2011年度は、通信アプリケーションの画面提示制御方式と放
送リソースや受信機機能のアクセス制御方式を開発した。

Hybridcastでは、通信を利用したアプリケーションにより、
放送だけでは実現できない多様なサービスを提供できる一方で、
放送画面に通信アプリケーションが重なり、重要な情報が隠さ
れてしまうことも考えられる。そのため、視聴者のニーズに応
えながら、災害時の情報など伝えるべき情報を確実に伝えるた
めの仕組みが必要となる。そこで、放送画面と通信アプリケー
ションの混在提示に対して、放送事業者の意向を反映した提示
ポリシーを受信機に伝送し、緊急地震速報などの重要な情報
を優先的に表示させる画面提示制御方式（2）を開発した（図3）。
Hybridcast試作受信機に本方式を実装し動作検証を行った結
果、緊急災害時などの放送内容に応じてアプリケーションの提
示方法を受信機で適切かつ迅速に制御できることを確認でき、

放送と連動して
情報を提供

放送局

ネットワーク

通信ならではの
ソーシャル・パーソナルなサービスを

放送と連携して使う

テレビを携帯端末やＰＣと連携させ
番組をより便利に、深く楽しむ

放送番組への
追加コンテンツ

セカンドスクリーンで
番組情報の閲覧や
テレビの操作

オンデマンド
番組 番組

レコメンド

ソーシャル
ネットワーク

通信コンテンツとの合成で放
送番組をより面白く、わかり
やすく見る

　図１　Hybridcastの概念図

　図2　技研公開で展示したHybridcastの試作受信機
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本方式の有効性を明らかにした。
また、Hybridcastでは、通信アプリケーションが受 信 機

機能や放送リソースを利用するための専用API（Application 
Programming Interface）を受信機に備えることを想定してい
る。APIを用いることにより、放送に多重したPSI/SI（Program 
Specific Information/Service Information）および選局などの
受信機機能の参照・制御がアプリケーションから容易に行える。
一方、全ての通信アプリケーションが無条件にこれらのAPIを利
用できる場合、セキュリティー上のリスクが発生することが考え
られる。そこで、Hybridcast受信機における視聴者情報や放送
コンテンツの保護を目的として、アプリケーション認証に基づく
属性や視聴者の意向に応じたAPIのアクセス制御方式を開発し
た。

■ 放送通信連携のための多重技術
Hybridcastでは、放送番組を構成する映像・音声・データな

どのコンポーネントを、放送と通信の伝送路を柔軟に組み合わ
せて提供することで、多彩で柔軟なサービスを実現する。これに
は、伝送遅延が一定かつ品質も安定な放送伝送路と、遅延が

変化し時にはパケットロスが発生するパケット通信網とを組み合
わせて、品質を確保しながらタイミングよくコンポーネントを伝
送する多重技術が必要である。そこで、現在のデジタル放送の
多重システムMPEG-2 TS（Transport Stream）にIP（Internet 
Protocol）通信を組み合わせる多重方式を開発するとともに、さ
らに将来を見込んで放送も通信も全てIP通信で統一したIPベー
スの多重方式の開発を進めた。

MPEG-2 TSベースの多重方式では、放送伝送路で伝送する
基準クロックを共通に用いることで、各コンポーネントの表示タ
イミングを合わせる。しかし、地方局など別の放送局を経由し
て放送を受信する受信機では、放送伝送路の基準クロックが
異なるため、放送と通信の表示タイミングにずれを生じてしまう。
そこで、この基準クロックのずれを算出し、補正するシステムを
開発した(図4)。

将来、放送も通信も全てIP通信で統一することができれば、
一層柔軟なサービスが可能になる。しかし、IP通信は遅延も品
質も一定とは限らないため、MPEG-2 TSで多重化されたデータ
をそのまま伝送するだけでは品質を保てない。このため、サー
ビス毎にさまざまな多重方式が組み合わされ、複雑に拡張され
てきた。そこで、IP伝送路の特徴に対応でき、異種伝送路を

放送局A

放送局 B

映像 /音声

放送伝送路A

基準クロックA

映像、音声、基準クロックA

通信（パケット通信網）
字幕（基準クロックAで時刻指定）

補正情報と
基準クロックBを
使って字幕を表示基準クロックB

通信

受信装置

受信装置

基準クロックAを
使って字幕を表示

放送伝送路B

映像、音声、基準クロックB

基準クロック補正情報

変換後の
映像 /音声

追加コンポー
ネント（字幕）

クロック変換

　図4　基準クロック補正情報を用いたタイミング補正

通常時は放送番組と同時に
アプリケーションを表示

緊急地震速報などの受信時には
アプリケーションを非表示

Hybridcast
試作受信機

緊急地震速報

放送局

緊急地震速報

通信アプリケーション

　図3　画面提示制御方式
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使ったコンポーネント伝送に適合する多重方式ATS (Advanced 
Transport Scheme) を開発している(3)。次世代の多重方式
MMT (MPEG Media Transport) の技術としてATSをMPEGに
提案し、引き続いて標準化を進めた。

■ 今後の進め方
今後は、NHK提案仕様を基に他の放送事業者・メーカーなど

との議論により、日本における放送通信連携技術の標準化に
貢献するとともに、ロンドン五輪での実証実験などを通して早
期実用化を目指していく。

また、将来を見込み、放送も通信も全てIPで統一した新多重
方式についてもMPEGでの標準化に積極的に寄与していく。

〔参考文献〕
（1）	 A. Baba, K. Matsumura, S. Mitsuya, M. Takechi, Y. Kanatsugu, 

H. Hamada and H. Katoh: “Advanced Hybrid Broadcast and 
Broadband System for Enhanced Broadcasting Services,”
NAB Broadcast Engineering Conference, pp.343-350 （2011）

（2）	大槻, 大亦, 藤井, 真島, 井上: “放送通信連携サービスにおけるア
プリケーション提示制御方式,” 映情学年次大, 11-11 （2011）

（3）	 S. Aoki, K. Aoki, H. Hamada, Y. Kanatsugu, M. Yamamoto 
and K. Aizawa: “A New Transport Scheme for Hybrid 
Delivery of Content over Broadcast and Broadband,” IEEE 
International Symposium on Broadband Multimedia Systems 
and Broadcasting, mm11-11 （2011）

2.1.2　SNS、CGM
放送をきっかけに視聴の交流の場を提供するSNS（Social 

Networking Service）、視聴者の映像コンテンツによる情報発
信を支援するCGM（Consumer Generated Media）の研究を進
めた。

■ソーシャルテレビシステム
テレビの接触者率向上を目指して、視聴者間のつながりを深

め、番組を通したコミュニケーションを活発にするためのソーシャ
ルテレビシステムteledaの研究を進めている。teledaは、番組の
動画配信サービスと番組を媒介としたSNS（Social Networking 
Service）を組み合わせたシステムであり、ユーザーの視聴傾向
を分析する機能や動画を加工する機能などソーシャルテレビシス
テムに必要となる多様な機能を備えている（1）（図1）。

teledaのプラットフォームは2009年度より開発を進めている
が、2011年度はさらにコミュニケーションを活性化し、番組と
の出会いを促進するための機能を導入した。例えば、従来はコ
ミュニケーションできる対象がteleda内のユーザーに限られてい
たが、ツイッターやフェイスブックといった外部のSNSと連携し、

teledaでの書き込みを外部SNSのサイトにも反映し、個々の
SNSの枠を越えて人と人とのつながりをより広められるようにし
た。また、ユーザーの視聴履歴や操作履歴、外部のSNSにお
ける書き込みなどからユーザーの嗜

し こ う

好を推定する手法を提案し、
各ユーザーに対してお薦めの番組やユーザーを提示できるように
した。さらに、お茶の間で家族と番組を一緒に視聴しながら会
話を楽しむように、過去に放送された番組だけでなく現在放送
中の番組についてもリアルタイムに感想を共有し合う場を提供で
きるようにした。

これらの新たな機能を盛り込んだteledaの実験システムにお
いて1000人規模のユーザーを対象とし、12月中旬〜 3月中旬
にかけ3か月間の実証実験を行い、視聴行動分析や機能検証を
行った。実験により、teledaが番組を媒介としたコミュニティー
を形成し、さまざまな番組との出会いを促進するサービスとして
有効であることを確認した。実験の詳細な分析は、来年度行う
予定である。

また、2010年度実験の結果から、teledaはシニア層が楽しん
で利用できるシステムであることが分かった。そこで、シニア層
にも元気で豊かな生活を送ってもらうために、teledaを利用した
コミュニケーションの活性化と、その書き込みからシニア層の経
験や知識を抽出して利活用する研究開発を開始した。2011年
度は、この目的に対するteledaの可能性を探るために、各種実
験を行った。はじめに、放送番組を起点とするコミュニティー形
成について実験を行った結果、特に、番組内の言葉には出てき
ていないが、番組の映像から直接感じる情報が、その後の幅広
い連想と効率的な回想を引きおこし、コミュニティー形成の良質
なきっかけになることが確認できた。また、コミュニケーション
の形態については、対面、テレビ会話、teledaの3種類の実験
を行い、teledaのメリットとして、マイペースに利用できる点など
が確認できた。一方で、どのコミュニケーション形態においても、
知らない人と会話することへの抵抗感があることを確認した。

teledaの書き込みからの知識と経験の抽出に関しては、65歳
以上のシニア層の行動ログを抽出し、アクセス、番組視聴、書き
込みなどの傾向を分析した。シニア層においてもITシステムの利
用意欲は高く、適切な番組ラインナップの利用により、彼らの経
験や知識をより多く引き出せる可能性があることが分かった（2）。ま
た、複数の番組を比較したところ、経験や知識の抽出量が、番
組コンテンツにより大きく異なることが分かった。

この研究の一部は、(独)科学技術振興機構の委託研究「高
齢者の経験・知識・技能を社会の推進力とするためのICT基盤『高

　図1　teleda実験サイト
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齢者クラウド』の研究開発」を受託して実施した。

■ 映像コンテンツ制作仮想化
ユーザーが、端末の性能やインストールしているソフトなどに

依存せず、簡単に映像コンテンツを制作するため、サーバーサイ
ド映像制作を基本とした映像コンテンツ制作仮想化の研究を開
始した。

2011年度は、2010年度開発したクラウド型映像制作システ
ムを高機能化するとともに、ユーザーの幅を広げ、一般の視聴
者がネットワーク経由で番組制作に参加できるシステムを構築し
た。開発したコネクティッドスタジオ（3）は、番組視聴者がCGキャ
ラクターとなって番組に参加できるシステムで、クイズ番組やパ
ブリックビューイング番組を試作し、システムとともに技研公開
で展示した。コネクティッドスタジオ端末では、放送映像を見な
がら、CGキャラクター（出演者）の動作指示やコメント入力、個
別映像の生成、カメラ操作が可能である（図2）。また、サーバー
サイド映像生成の低遅延化、映像生成のタイミング制御のため
のスクリプト記述方式について検討するとともに、モバイル端末
での手話アニメーション表示を実現した。

これまでに開発したTVML（TV program Making Language）
関連技術「アドリブシステム」の番組およびイベント利用に加え、
新たに開発した展示システム「4コマテレビ」「声であそぼう！シル
エットクイズ」が地方局の会館公開などで数多く利用された。ま

た、簡易なモーションキャプチャーシステムと連携したシステムが
秋田局会館公開で利用された。

〔参考文献〕
（1）	 浜口, 宮崎, 藤沢: “ソーシャルVODサービス実験‘teleda’における

番組視聴行動分析,” FIT 2011, K-026 （2011）
（2）	宮崎, 藤沢, 佐野: “テレビソーシャルサイトにおけるシニア層の行動

に関する一検討,” FIT2011, D-002 （2011）
（3）	 道家, 金子, 浜口, 井上: “コネクティッドスタジオ -多人数参加型

バーチャル番組出演サービス-,” FIT2011, K-070 （2011）

2.1.3　セキュリティー基盤
セキュリティー基盤の研究では、放送における著作権の保護、

放送とさまざまな通信サービスとの連携を容易にする個人情報
の保護など、安全・安心な放送や通信サービスの提供を目指し
て研究を行った。

■サービス間連携のためのID管理および認証情報共
有方式の研究

Hybridcast受信機では、放送だけでなく通信を通じて視聴者
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　図1　マルチアカウント受信機の動作概念図
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　図2　コネクティッドスタジオ端末画面
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個人に応じたきめ細かいサービスを利用することができ、たとえ
ば、ソーシャルネットワークなどのコミュニケーションサービスや
VODなどの個人向けサービスと放送とを連動させた新たなサー
ビスの提供が想定されている。受信機上でこのような個人向け
サービスを安全・安心に利用可能にするために、受信機におけ
るアカウント管理の研究を進めている。2010年度に開発・試作
した、1台の受信機で複数のユーザーが個人向け通信サービス
を安全かつ利便性よく利用できるマルチアカウント受信機の機
能を拡張し、個人の携帯端末と受信機の間でユーザー認証に関
する情報を受け渡す方式が組み込まれたデバイス連携システム
を試作開発した（1）（図1）。

また、ユーザーに関するデータをサービス間で安全に連携さ
せるための要件を整理し、サービス連携の効果をソーシャルテ
レビサービスteledaの実証実験によって検証した。さらに、放
送局が保有する番組を軸としたユーザーデータを、ユーザー同
意のもとで外部サービスが安全に活用可能とするための認可機
能要件を整理し、ウェブサービスと整合性の良い認可プロトコ
ルを開発するために認可サーバーを試作開発した。また、認可
機能を利用したVODサービスと外部サービスの安全なマッシュ
アップ方式の仕様検討および試作システムを開発した。

■ 次世代アクセス制御技術
より安全で確実なアクセス制御と著作権保護を行うため、

CAS（Conditional Access System）の機能を放送受信機のシ
ステムLSI内部への実装を想定し、鍵関連情報の処理機能や暗
号アルゴリズムなどのセキュリティー機能を、放送波や通信経由
で追加更新できる、ダウンローダブルCAS技術の研究開発を進
めた（2）。

ダウンローダブルCAS技術が、従来の放送システムに適用で
きることを実証するため、FPGAを用いたダウンローダブルCAS
対応受信機を開発し、技研公開で展示した（図2）。また、シス
テムLSIのハードウエア仕様に依存しないダウンローダブルCAS
技術を実現するため、CASの機能を中間言語ソフトウエアで記
述してシステムLSI内部で動作させる仕組みを考案し、試作装置
で動作を確認した。

■ 暗号・認証技術
Hybridcastをはじめとする放送と通信の連携サービスの本格

的な普及に向けて、安全で確実なサービス提供に向けた暗号・
認証技術の研究を進めた（3）。

通信路経由で配信するコンテンツを保護する暗号化方式の1
つである放送型暗号方式の研究を進めた。2011年度は、放送
番組の開始に合わせて起動するアプリケーションへの実装を想
定したときの放送型暗号方式の課題をまとめた。ソーシャルテ
レビシステムteledaにおいて、番組に関するレビューやコメント
などの書き込みの信頼性を保証するため、技研で開発したプロ
バイダー認証機能を付与したスマートフォン用アプリケーション
を開発し、実用的な処理時間で認証できることを確認した。本
アプリケーションは技研公開に展示した（図3）。

〔参考文献〕
（1） 	C. Yamamura, K. Otsuki, A. Fujii and K. Ishikawa: “Identity 

Management Architecture for Integrated Personalized Service 
on TV,” IEEE 6th International Conference on Internet 
Technology and Secured Transactions, TD-04.7 （2011） 

（2） 	川喜田, 西本, 遠藤, 井上: “ダウンローダブルCAS方式の開発,” 映
情学技報, BCT2012-26, Vol.36, No.6, pp.59-62 （2012）

（3） 	G. Ohtake and K. Ogawa: “Application Authentication for 
Hybrid Services of Broadcasting and Communications 
Networks,” Proceedings of the 12th International Workshop 
on Information Security Applications, LNCS 7115, pp.171-186

（2011）

放送受信機ダウンローダブルCASボード

　図2　ダウンローダブルCAS対応放送受信機

図3　プロバイダー認証機能を付与したスマートフォン用
	 アプリケーション画面
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2.1.4　IP 配信技術
通信を利用した大規模かつ安定なコンテンツ配信を低コスト

で実現することを目指して、IP配信技術の研究を進めた。

■ IP配信プラットフォーム
インターネットを利用して、大規模な動画配信サービスを低廉

かつ安定に行えるピア・ツー・ピア（P2P）技術によるライブ配
信システムの研究開発を進めた。

P2P技術は、視聴中の端末が受信したデータを他の利用者
の端末に自動的に中継して、効率的な配信を実現する。しかし、
中継に利用者の端末を利用することから、サービス途中での端
末の離脱や端末側の回線状態などによる安定性や可用性に課
題がある。

2011年度は、安定なシステムの設計指針を得るために、中継
する端末の接続・切断アルゴリズムなどの安定性能についてシ
ミュレーション評価を行った。また、端末側の回線状態に応じて、
静止画と音声のみを端末が受信して、サービスを継続できる可
用性の高い方式を開発した。　

一方、配信側設備についても配信規模に応じた柔軟性を実現
するために、外部のクラウドサービスと連携し、配信データのト

ラヒック量に応じて配信サーバーの規模を動的に増減できる効
率的な方式を開発した。

10月には、これらの方式を組み合わせたP2Pライブ配信シス
テムを開発して、編成局、制作局、放送技術局などと協力し、
全国高等専門学校ロボットコンテストの地区予選をライブ配信
する実証実験（1）を行った。同実験では、端末からのデータが途
絶えた場合などにデータ取得するためのパッチングサーバーと
P2P配信サーバーの設備に、商用クラウドサービスを用いた（図
1）。さらに、ネットワークの環境や端末の設定によりP2Pを利
用できない端末向けに、自動的にコンテンツ・デリバリ・ネットワー
ク（CDN）を経由して、従来のユニキャスト配信を利用する機能
も導入した。

実証実験の総アクセス数は16,369に上った。いずれの地区
予選においてもP2Pの利用により、配信サーバーの負荷は最大
80％以上削減され、本P2Pライブ配信システムの有効性が確
認された。

〔参考文献〕
（1） 西村, 石川, 山本: “P2Pネットワークを利用した高専ロボコン地区

大会配信実証実験,” 映情学冬季大, 3-2 （2011）

2.2　ISDB-Tの高度化
■ UHF帯次世代地上放送用周波数検討

2011年度は、情報通信審議会ホワイトスペース活用放送型シ
ステム作業班に参加し、UHFのテレビ放送波帯でのホワイトス
ペース利用システムの1つとして、地上デジタル放送の伝送方式
を利用したエリア放送型システムの技術的条件を検討した。そ
の中で、エリア放送型システムから地上デジタル放送への干渉

の保護基準について、新たに干渉波電力対雑音電力比（I/N）の
考え方を導入し、I/Nが−10dB以下とする混信保護基準が定め
られた。

また、ホワイトスペースを利用したエリア放送型システムの置
局可能性を検討するため、エリア放送システムから地上デジタル
放送への干渉レベルを計算する干渉検討シミュレーションソフ
トウェアの開発を進め、前記技術的条件で定められた混信保護
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　 図1　P2Pライブ配信実証実験システムの概要
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基準を用いて、出力条件などの違いによる利用可能局数の検討
を進めた。

さらに、エリア放送型システムなどの干渉波が混信保護基準
を満たすか確認するため、熱雑音以下の信号強度を測定する必
要があることから、その手法を検討した（1）。信号形式がISDB-T
の場合の低電界測定実験装置（図1）を試作し、室内および野
外実験を実施して測定手法の有効性について検証した。

また、総務省「新たな電波の活用ビジョンに関する検討チー
ム」の「ホワイトスペース特区」先行モデルとして選出された被災
地におけるエリア限定ワンセグの活用実験に向け、愛知県の鍋
田ラジオ放送所にエリア放送実験試験局（ISDB-T伝送方式準
拠）を9月に開設し、エリア放送型システムが地上デジタル放送
へ及ぼす影響を調査するための伝送基礎実験、および、被災地
情報収集送出システムの検討と開発を進めた。

■VHF-Low帯マルチメディア放送

アナログテレビ放送終了後のVHF帯1 〜 3チャンネル（VHF-
Low帯）を利用する携帯端末向けマルチメディア放送の実用化に
向けた研究を進めている。2011年度は、VHF帯対応機能試験
用受信装置を開発し、移動受信エリアを拡大するための伝送技
術と受信技術の検討を行った。また、蓄積型放送の蓄積受信
特性の評価、安全・安心に向けた実際のイメージに近い受信端
末を製作した。

移動受信エリア拡大に向けての伝送・受信技術の検討につい
ては、長い時間インターリーブ長への対応機能（2）、ビタビ復号
とリード・ソロモン復号を繰り返して復号処理する誤り訂正復号

機能、2ブランチのスペースダイバーシティ機能を実装したVHF
帯対応機能試験用受信装置を開発し、技研のVHF-Low帯実
験試験局を用いて野外実験を行い、各機能の効果を検証した。
また、小田原FM送信所にFM局と同じ送信出力100WのVHF-
Low実験試験局を開設し、FM局との比較調査実験のための準
備を整えた。

蓄積型放送の蓄積受信特性の評価については、移動受信
環境下で効率的な蓄積サービスを実現するための伝送パラメー
ターを室内実験で検討した（3）。VHF-Low帯マルチメディア放
送ではデータカルーセル伝送方式により、コンテンツをDDB

（Download Data Block）というブロックに分割し、伝送、蓄積
する。そこで、想定されるさまざまな蓄積コンテンツサイズ毎に
DDBサイズと蓄積成功率の関係を明らかにし、コンテンツを効
率的に伝送、蓄積できるDDBサイズを求めた。

安全・安心に向けた実際のイメージに近い受信端末（図2）に
ついては、防災無線やワンセグとの共用受信端末などを製作し、
緊急地震速報による自動起動などのサービス検討を行った。

〔参考文献〕
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移動受信環境における時間インターリーブの効果,” 映情学技報, 
Vol.35, No.41, BCT2011-66, pp.1-4 （2011）

（3）	 実井, 中村, 岡野, 中原, 高田: “データカルーセル伝送方式を用い
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　図1　低電界測定実験装置

　図2　サービス検討用に試作した受信端末（モックアップ）
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